
令和５年６月定例会 

 

 

 

補正予算等特別委員会資料 

 



　 観光経済部　農政課

（㏊）

・販売農家　経営耕地面積が30a以上又は１年間の農産物の販売金額が50万円以上の農家

・自給的農家　経営耕地面積が30a未満かつ１年間の農産物の販売金額が50万円未満の農家

※端数処理の兼ね合いのため、販売農家の経営耕地面積と自給的農家の経営耕地面積の合計が経営耕
地総面積と一致しない。
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１．農林業センサス２０２０における本市の農家が所有する経営耕地総面積と
　　販売農家・自給的農家の経営耕地面積

自給的農家の経営耕地面積

販売農家の経営耕地面積

本市の農家が所有する経営耕地総面積

項　目 面　積

1,703

1,465
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２ Ｊリーグスタジアム基準についてわかる資料 
市民部 スポーツ振興課 
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出典：公益社団法人日本プロサッカーリーグ（Ｊリーグ） 



３．新型コロナワクチン接種状況がわかる資料

健康医療部　新型コロナウイルスワクチン接種推進課

接種人数
（人）

接種率
（％）

接種人数
（人）

接種率
（％）

接種人数
（人）

接種率
（％）

接種人数
（人）

接種率
（％）

接種人数
（人）

接種率
（％）

接種人数
（人）

接種率
（％）

0歳～4歳 11,388 232 2.0% 227 2.0% 195 1.7% － － － － － －

5歳～11歳 19,476 1,787 9.2% 1,757 9.0% 698 3.6% 137 0.7% 0 0.0% － －

12歳～19歳 24,572 15,199 61.9% 15,083 61.4% 8,474 34.5% 2,737 11.1% 12 0.0% 0 0.0%

20歳～29歳 31,783 26,035 81.9% 25,877 81.4% 17,130 53.9% 5,412 17.0% 672 2.1% 3 0.0%

30歳～39歳 34,762 26,720 76.9% 26,614 76.6% 18,302 52.6% 7,378 21.2% 1,102 3.2% 6 0.0%

40歳～49歳 47,805 37,994 79.5% 37,840 79.2% 28,089 58.8% 13,480 28.2% 2,044 4.3% 11 0.0%

50歳～59歳 50,394 45,760 90.8% 45,652 90.6% 38,854 77.1% 23,281 46.2% 3,524 7.0% 23 0.0%

60歳～64歳 21,262 19,765 93.0% 19,729 92.8% 18,256 85.9% 14,105 66.3% 6,979 32.8% 15 0.1%

65歳以上 111,716 111,270 99.6% 111,063 99.4% 105,657 94.6% 94,995 85.0% 76,706 68.7% 102 0.1%

合計 353,158 284,762 80.6% 283,842 80.4% 235,655 66.7% 161,525 45.7% 91,039 25.8% 160 0.0%

※1回目～6回目接種人数は2023年5月31日時点のVRSにおける接種者数

※3回目～5回目接種人数にはオミクロン株対応ワクチン接種者も含む。

※6回目接種人数はオミクロン株対応ワクチン接種者のみ。

6回目接種
人口

（R4.1.1現在）
（人）

1回目接種 2回目接種 3回目接種 4回目接種 5回目接種



4.生活保護システム改修の対象となる保護基準の変更内容がわかるもの（奈良市2級地の1、現行基準と変更後）

生活保護基準認定表（現行基準）

経過的加算額（月額）

基準額① 基準額② 人員別 率① 率② 世帯人員別 基準額① 1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人 8人 9人 10人以上

0 歳 ～ 2 歳 ¥19,850 ¥41,190 １人 1.0000 1.0000 １人 ¥41,240 ¥0 ¥0 ¥0 ¥1,110 ¥3,690 ¥3,000 ¥1,500 ¥980 ¥890 ¥840

3 歳 ～ 5 歳 ¥25,030 ¥41,190 ２人 1.0000 0.8548 ２人 ¥45,640 ¥0 ¥0 ¥0 ¥1,920 ¥1,770 ¥1,330 ¥610 ¥380 ¥110 ¥0

6 歳 ～ 11 歳 ¥32,350 ¥42,140 ３人 1.0000 0.7151 ３人 ¥50,600 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0

12 歳 ～ 17 歳 ¥39,960 ¥44,070 ４人 0.9500 0.6010 ４人 ¥52,390 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0

18 歳 ～ 19 歳 ¥39,960 ¥43,770 ５人 0.9000 0.5683 ５人 ¥52,800 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0

20 歳 ～ 40 歳 ¥38,240 ¥43,770 ６人 0.9000 0.5383 ６人 ¥53,220 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0

41 歳 ～ 59 歳 ¥36,250 ¥43,770 ７人 0.9000 0.5087 ７人 ¥53,630 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0

60 歳 ～ 64 歳 ¥34,280 ¥43,770 ８人 0.9000 0.4844 ８人 ¥54,050 ¥0 ¥0 ¥0 ¥430 ¥280 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0

65 歳 ～ 69 歳 ¥34,280 ¥41,840 ９人 0.9000 0.4639 ９人 ¥54,470 ¥0 ¥0 ¥570 ¥430 ¥280 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0

70 歳 ～ 74 歳 ¥30,710 ¥41,840 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0

75 歳 ～ ¥30,710 ¥37,780 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0

●基準生活費の算定
　　基準生活費は、世帯を単位として算定するものとし、その額は、次の算式により算定した額とし、その額に10円未満の端数が生じたときは、当該端数を10円に切り上げるものとする。

生活扶助額計算方法

（１） 第１類の表に定める基準額②を世帯員ごとに合算した額に第一類逓減率の表中率②を乗じた額と第２類の表に定める基準額②の合計額・・・合計額②

（２） 第１類の表に定める基準額①を世帯員ごとに合算した額に第一類逓減率の表中率①を乗じた額と第２類の表に定める基準額①の合計額・・・合計額①

（３） 合計額①×０．８５５と合計額②を比較し、いずれか高い方の金額

（４） （３）で算出された額と経過的加算額を世帯員ごとに合算した額の合計額

生活保護基準認定表（令和5年10月1日基準改定後）

経過的加算額（月額）

人員別 世帯人員別 1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人 8人 9人 10人以上

0 歳 ～ 2 歳 １人 １人 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥1,220 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0

3 歳 ～ 5 歳 ２人 ２人 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0

6 歳 ～ 11 歳 ３人 ３人 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥290 ¥250

12 歳 ～ 17 歳 ４人 ４人 ¥0 ¥0 ¥0 ¥190 ¥1,910 ¥1,490 ¥2,690 ¥3,960 ¥4,830 ¥4,790

18 歳 ～ 19 歳 ５人 ５人 ¥0 ¥0 ¥0 ¥1,630 ¥3,200 ¥2,750 ¥3,880 ¥5,100 ¥5,920 ¥5,880

20 歳 ～ 40 歳 ６人 ６人 ¥0 ¥0 ¥0 ¥240 ¥1,880 ¥1,430 ¥2,560 ¥3,780 ¥4,600 ¥4,560

41 歳 ～ 59 歳 ７人 ７人 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥340 ¥0 ¥1,030 ¥2,240 ¥3,070 ¥3,030

60 歳 ～ 64 歳 ８人 ８人 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥730 ¥1,550 ¥1,510

65 歳 ～ 69 歳 ９人 ９人 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥960 ¥1,770 ¥1,730

70 歳 ～ 74 歳 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0

75 歳 ～ ¥0 ¥320 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥360 ¥1,380 ¥2,080 ¥2,040

●基準生活費の算定
　　基準生活費は、世帯を単位として算定するものとし、その額は、次の算式により算定した額とし、その額に10円未満の端数が生じたときは、当該端数を10円に切り上げるものとする。

生活扶助額計算方法
（１） 第１類の表に定める基準額を世帯員ごとに合算した額に第一類逓減率を乗じた額と第２類の表に定める基準額と特例加算を世帯員数分合算した額の合計額
（２） （１）で算出された額と経過的加算額を世帯員ごとに合算した額の合計額

 ※令和5年10月1日基準改定に伴う変更点のみ明記しています。

生活扶助基準（第２類）　（居宅）

１０人以上１人
増すごとに加
算する額

¥420

福祉部：保護課

¥43,200

¥43,200

¥37,100
１０人以上

生活扶助基準（第１類）　　　　　（居宅） 第一類逓減率

年齢別

10人以上 0.9000 0.4639

年齢別

生活扶助基準（第１類）　　（居宅）

基準額

¥41,460

¥41,460

¥43,200

¥45,820

¥43,640

¥43,640

¥43,640

¥43,640

第一類逓減率

率

1.0000

0.8700

１０人以上１人
増すごとに加
算する額

６０歳～６４歳

６５歳～６９歳

７０歳～７４歳

７５歳以上

0.6600

0.5900

0.5800

0.5500

0.5200

0.5000

0.5000

４１歳～５９歳

２０歳～４０歳

¥61,910

¥64,670

¥2,760

0.7500

年齢別
世　帯　人　員　別

０歳～２歳

３歳～５歳

６歳～１１歳

¥1,000特例加算

３歳～５歳

１２歳～１７歳

１８歳～１９歳

２０歳～４０歳

４１歳～５９歳

６０歳～６４歳

６５歳～６９歳

７０歳～７４歳

７５歳以上

1人当たり月額

生活扶助基準（第２類）　（居宅） 世　帯　人　員　別
年齢別

０歳～２歳

６歳～１１歳

基準額

¥27,790

¥38,060

¥44,730

¥48,900

¥49,180

¥55,650

¥58,920

１２歳～１７歳

１８歳～１９歳

¥61,710

¥2,390

基準額②

¥27,690

¥40,660

¥45,110

¥47,040

¥47,070

¥53,880

¥56,730

¥59,320



５．電動アシスト自転車購入費補助事業が地方創生臨時交付金の推奨メニューのどれに該当するかがわかるもの 

総務部 財政課 

 

 
※令和 5年 3月 22日付 内閣府地方創生推進室事務連絡 
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６.議案第 65 号 奈良市税条例の一部を改正する条例に関して主な改正内容がわかるもの  

総務部市民税課 

 

 主な改正の概要  

 

奈良市税条例の改正 

１ 個人市民税の改正 

 ⑴ 森林環境税の導入に伴う改正（第２５条の２、第３２条、第３４条、第３７条、第４

４条、第４４条の２及び第４４条の６関係） 

   森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律及び地方税法等の改正を受け、個人住民

税均等割と併せて課税されることとなる森林環境税について賦課徴収の方法を規定し、

納税通知書に記載すべき納付額に追加する。この改正は令和６年度課税から適用する。 

 ⑵ 給与所得者の扶養親族等申告書の記載事項の簡素化（第２９条の２関係） 

   地方税法の改正を受け、給与所得者の扶養親族等申告書の記載事項について、前年の

申告内容と異動がない場合にはその旨の記載に代えることを可能とする。この改正は令

和７年１月１日以降に支払を受けるべき給与について提出する申告書について適用する。 

 ⑶ 肉用牛の売却による事業所得に係る課税の特例（附則第８条関係） 

   地方税法の改正を受け、市民税の課税の特例の適用期限を３年延長する。この改正は 

令和７年度課税から適用する。 

 ⑷ 優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得に係る課税の特例

（附則第２６条） 

   地方税法の改正を受け、市民税の課税の特例の適用期限を３年延長する。この改正は

令和６年度課税から適用する。 

 

２ 固定資産税の改正 

 ⑴ 固定資産税の減額措置（附則第１０条の２及び附則第１０条の３関係） 

長寿命化に資する大規模修繕工事を行ったマンションについて、対象を限定したうえ

で固定資産税を減額する措置を創設するように地方税法が改正されたことを受け、参酌

どおりの１／３とし、その申告について規定する。この改正は令和６年度課税から適用

する。 
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３ 軽自動車税環境性能割及び軽自動車税種別割の改正 

 ⑴ 特定小型原動機付自転車に係る税率の規定（第９０条関係） 

道路交通法及び地方税法等の改正を受け、現行の原動機付自転車から区分して新たに 

定義された特定小型原動機付自転車（一定の要件を満たす電動キックボード等）に係る

軽自動車税種別割の税率を２，０００円とする。この改正は令和６年度課税から適用す

る。 

⑵ 賦課徴収の特例（附則第２１条及び附則第２３条関係） 

   自動車製作者等の不正行為に起因して納付不足額が発生した場合、徴収する際に加算

する割合を見直すように地方税法が改正されたことを受け、 ３５％に引き上げる。この

改正は軽自動車税環境性能割については令和６年１月１日以降の取得分について適用し、

軽自動車税種別割については令和５年度課税から適用する。 

⑶ グリーン化特例（軽課）の延長（附則第２２条関係） 

  地方税法の改正を受け、燃費性能等の優れた新車の税率を軽減する軽自動車税種別割 

の特例措置について、適用期限を３年（２５％軽減の対象車については２年）延長する。 

この改正は令和６年度課税から適用する。 

 

４ その他、法律改正に伴う引用条項の変更等、所要の規定整理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



総 税 市 第 ３ ８ 号

令和５年３月３１日

各 道 府県 総務 部長
殿

東京都総務・主税局長

総務省自治税務局長

（公 印 省 略）

市（町・村）税条例（例）等の一部改正について

地方税法等の一部を改正する法律（令和５年法律第１号）、地方税法施行令の一部を改

正する政令（令和５年政令第１３２号）並びに地方税法施行規則等の一部を改正する省

令（令和５年総務省令第３６号）及び地方税法施行規則の一部を改正する省令（令和５

年総務省令第３７号）は令和５年３月３１日にそれぞれ公布され、原則として同年４月

１日から施行されることとなりました。

これに伴い、別紙のとおり、市（町・村）税条例（例）の一部を改正する条例（例）、

市（町・村）都市計画税条例（例）の一部を改正する条例（例）及び市（町・村）国

民健康保険税条例（例）の一部を改正する条例（例）を送付しますので、この旨、貴

都道府県内市町村に対しても御連絡願います。

※本条例（例）中『 』でくくられた部分は、場合分けをしている部分です。

1

７.市税条例の一部改正についての総務省通知（令和５年３月31日付）　　総務部市民税課



○ 地方税法（昭和25年法律第226号）

（地方税の賦課徴収に関する規定の形式）

第３条 地方団体は、その地方税の税目、課税客体、課税標準、税率その他賦課徴収につ

いて定をするには、当該地方団体の条例によらなければならない。

２ 略

○ 地方税法の施行に関する取扱いについて（市町村税関係）（平成22年総税市第16号）

第一章 一般的事項

一 賦課徴収に関する規定の形式

（2） 条例の制定に当たっては、法律が条例の定めるところによることとしている事

項及び法律が地方団体に選択的判断を許容している事項のみならず、法律、政令、

規則において明確に規定され、各地方団体ごとの選択判断の余地のないものについ

ても、住民の理解のうえで最小限度必要なものにあっては、重複をいとわず総合的

に規定することが適当であること。（法３）

2
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市（町・村）税条例（例）の改正概要 

条例(例) 
対応する法令 

(下線は R5改正有) 
改正の概要 

第 34条の９② 
【配当割額又は株式等譲渡

所得割額の控除】 

※R6.1.1施行 

令第 48条の９の３ ○ 森林環境税の導入に伴う改正 
※ 森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律施

行令（令和４年政令第 300号）により令第 48条の

９の３が改正されたことに伴う改正。 

第 36条の３の２② 
【個人の市（町・村）民税に

係る給与所得者の扶養親族

等申告書】 

※R7.1.1施行 

法第 317条の３の２② ○ 法規定の新設にあわせて新設 
※ 給与所得者の扶養親族等申告書の記載事項の簡

素化 

第 36条の３の２③～⑥ 
【個人の市（町・村）民税に

係る給与所得者の扶養親族

等申告書】 

※R7.1.1施行 

法第 317条の３の２③～⑥ ○ 法律改正にあわせて改正 
※ 項ズレの反映 

第 38 条①③（③について

は新設） 
【個人の市（町・村）民税の

徴収の方法等】 

※R6.1.1施行 

森林環境税及び森林環境

譲与税に関する法律第７

条 

○ 森林環境税の導入に伴う改正 
※ 森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律

（平成 31年法律第 3号）の施行に伴い、森林環境

税の賦課徴収の方法について規定する改正等。 

第 41条 
【個人の市（町・村）民税の

納税通知書】 

※R6.1.1施行 

森林環境税及び森林環境

譲与税に関する法律第７

条 

○ 森林環境税の導入に伴う改正 
※ 森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律の

施行に伴い、納税通知書に記載すべき納付額に森

林環境税額を追加する改正等。 

第 44条①②③⑤⑥ 
【給与所得に係る個人の市

（町・村）民税の特別徴収】 

※R6.1.1施行 

森林環境税及び森林環境

譲与税に関する法律第７

条 

○ 森林環境税の導入に伴う改正 
※ 森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律の

施行に伴い、特別徴収の方法により徴収する給与

所得に係る所得割額及び均等割額に森林環境税額

を含む旨を規定する改正等。 

第 46条 
【給与所得に係る特別徴収

税額の納入の義務等】 

法第 321条の５ ○ 施行規則様式の新設に伴う改正 

『（ＯＣＲ処理用納入書を使用する市町村）』 

第 46条 
【給与所得に係る特別徴収

税額の納入の義務等】 

法第 321条の５ ○ 施行規則様式の新設に伴う改正 

第 47条①② 
【給与所得に係る特別徴収

税額の普通徴収税額への繰

入れ】 

※R6.1.1施行 

法第 321の７② ○ 森林環境税の導入に伴う改正 
※ 森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律に

より法第 321 条の７第２項が改正されたことに伴

う改正等。 

第 47条の２①② 
【公的年金等に係る個人の

市（町・村）民税の特別徴収】 

※R6.1.1施行 

森林環境税及び森林環境

譲与税に関する法律第７

条 

○ 森林環境税の導入に伴う改正 
※ 森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律の

施行に伴い、特別徴収の方法により徴収する公的

年金等に係る所得に係る所得割額及び均等割額に

森林環境税額を含む旨を規定する改正等。 

第 47条の６①② 
【年金所得に係る特別徴収

税額等の普通徴収税額への

繰入れ】 

※R6.1.1施行 

法第 321の７の 10② ○ 森林環境税の導入に伴う改正 
※ 森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律に

より法第 321条の７の 10第２項が改正されたこと

に伴う改正等。 

  



4 

 

第 48条①⑤ 
【法人の市（町・村）民税の

申告納付】 

法第 321条の８ ○ 施行規則様式の新設に伴う改正 

第 50条①② 
【法人の市（町・村）民税に

係る不足税額の納付の手続】 

法第 321条の 12 ○ 施行規則様式の新設に伴う改正 

第 82条一ニ 
【種別割の税率】 

※R5.7.1施行 

法 463条の 15 

規則 15条の 15 

○ 規則改正にあわせて改正 
※ ミニカー区分から三輪以上の特定小型原付を除

外（除外した結果、当該特定小型原付は、条例（例）

第 82条第１号イに該当） 

第 98条①⑤ 
【たばこ税の申告納付の手

続】 

法第 473条 ○ 施行規則様式の新設に伴う改正 

第 101条① 
【たばこ税に係る不足税額

等の納付手続】 

法第 481条 ○ 施行規則様式の新設に伴う改正 

附則第８条① 
【肉用牛の売却による事業

所得に係る市（町・村）民税

の課税の特例】 

法附則第６条④ ○ 法律改正にあわせて改正 
※ 適用期限の延長 

附則第 10 条 
【読替規定】 

法附則第 64条 ○ 法律改正にあわせて改正 
※ 令和３年度改正における法附則第 64条を削る改

正規定の施行（令和５年４月１日） 

附則第 10 条の２ 
【法附則第十五条第二項第

一号等の条例で定める割合】 

法附則第 15条 

法附則第 15条の８ 

法附則第 15条の９の３ 

○ 法規定の新設にあわせて新設 
※ 大規模の修繕等が行われたマンションに対する

税額の減額措置のわがまち特例の割合を定める規

定。 

○ 法律改正にあわせて改正 

※ 項ズレの反映 

附則第 10 条の３⑫⑬

⑭ 
【新築住宅等に対する固定

資産税の減額の規定の適用

を受けようとする者がすべ

き申告】 

法附則第 15条の９の３ 

法附則第 15条の 10 

法附則第 15条の 11 

○ 法規定の新設にあわせて新設 
※ 大規模の修繕等が行われたマンションに対する

税額の減額措置を受けようとする者がすべき申告

について規定。 

○ 条例（例）の項ズレによる改正 

附則第 10 条の４② 
【平成二十八年熊本地震に

係る固定資産税の特例の適

用を受けようとする者がす

べき申告等】 

法附則第 16条の２ ○ 法律改正にあわせて改正 

 

附則第 10 条の５② 
【平成三十年七月豪雨に係

る固定資産税の特例の適用

を受けようとする者がすべ

き申告等】 

法附則第 16条の３ ○ 法律改正にあわせて改正 

附則第 10 条の６ 
【令和二年七月豪雨に係る

固定資産税の特例の適用を

受けようとする者がすべき

申告等】 

法附則第 16条の４ ○ 法規定の新設にあわせて新設 
※ 令和二年七月豪雨に係る固定資産税の特例の適

用を受けようとする者がすべき申告等について規

定。 
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『（商業地等に対して課する令和三年度から令和五年度までの各年度分の固定資産税の減額措置及び住宅用地等に対し

て課する令和三年度から令和五年度までの各年度分の固定資産税の減額措置を実施する市町村）』 

附則第 13条の４ 
【住宅用地等に対して課す

る令和三年度から令和五年

度までの各年度分の固定資

産税の減額】 

法附則第 21条の２ ○ 法律改正にあわせて改正 
※ 令和４年度分の税額を算定するにあたり、特例

措置が適用される土地について、令和５年改正前

の法による特例率を乗じることとする改正。 

『（商業地等に対して課する令和三年度から令和五年度までの各年度分の固定資産税の減額措置及び住宅用地等に対し

て課する令和三年度から令和五年度までの各年度分の固定資産税の減額措置を実施する三大都市圏内の特定市）』 

附則第 13条の４の２ 
【住宅用地等に対して課す

る令和三年度から令和五年

度までの各年度分の固定資

産税の減額】 

法附則第 21条の２ ○ 法律改正にあわせて改正 
※ 令和４年度分の税額を算定するにあたり、特例

措置が適用される土地について、令和５年改正前

の法による特例率を乗じることとする改正。 

附則第 15条の２ 
【軽自動車税の環境性能割

の非課税】 

法附則第 29条の８の２ ○ 法律改正にあわせて削除 
※ 臨時的軽減措置に係る規定を削除 

附則第 15条の２の２④ 
【軽自動車税の環境性能割

の賦課徴収の特例】 

※R6.1.1施行 

法附則第 29条の９⑤ ○ 法律改正にあわせて改正 
※ 不正を行った自動車メーカーを納税義務者とみ

なして納税不足額を徴収する際に加算する割合を

変更 

附則第 15条の６ 
【軽自動車税の環境性能割

の税率の特例】 

法附則第 29条の 18③ ○ 法律改正にあわせて削除 
※ 臨時的軽減措置に係る規定を削除 

附則第 16条 
【軽自動車税の種別割の税

率の特例】 

法附則第 30条 ○ 法律改正にあわせて改正 
※ 軽自動車税の種別割のグリーン化特例（軽課）

について、特例の期限を３年間（25％軽減の対象

については２年間）延長 

※ 項ズレの反映 

附則第 16条の２① 
【軽自動車税の種別割の賦

課徴収の特例】 

法附則第 30条の２① ○ 規定の整備 
※ 附則第 16条の改正に伴う規定の整備 

附則第 16条の２③ 
【軽自動車税の種別割の賦

課徴収の特例】 

※R6.1.1施行 

法附則第 30条の２③ ○ 法律改正にあわせて改正 
※ 不正を行った自動車メーカーを納税義務者とみ

なして納税不足額を徴収する際に加算する割合を

変更 

附則第 17条の２①② 
【優良住宅地の造成等のた

めに土地等を譲渡した場合

の長期譲渡所得に係る市

（町・村）民税の課税の特例】 

法附則第 34条の２④⑤ ○ 法律改正にあわせて改正 
※ 適用期限の延長 

『（指定都市）』 

附則第 17条の２①② 
【優良住宅地の造成等のた

めに土地等を譲渡した場合

の長期譲渡所得に係る市

（町・村）民税の課税の特例】 

法附則第 34条の２④⑤ ○ 法律改正にあわせて改正 
※ 適用期限の延長 

附則第 25条 
【新型コロナウイルス感染

症等に係る寄附金税額控除

の特例】 

法附則第 60条 ○ 規定の整備 

※施行日の記載がない条文は原則日（公布の日）施行 
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市（町・村）都市計画税条例（例）の改正概要 

条例(例) 
対応する法令 

(下線は R5改正有) 
改正の概要 

附則第２項 

【法附則第十五条第十

四項の条例で定める割

合】 

法附則第 15条⑭ ○ 法律改正にあわせて改正 

※ 項ズレの反映 

附則第３項 

【法附則第十五条第三

十二項の条例で定める

割合】 

法附則第 15条㉜ ○ 法律改正にあわせて改正 

※ 項ズレの反映 

附則第４項 

【法附則第十五条第三

十三項の条例で定める

割合】 

法附則第 15条㉝ ○ 法律改正にあわせて改正 

※ 項ズレの反映 

附則第５項 

【法附則第十五条第三

十八項の条例で定める

割合】 

法附則第 15条㊳ ○ 法律改正にあわせて改正 

※ 項ズレの反映 

附則第６項 

【法附則第十五条第四

十三項の条例で定める

割合】 

法附則第 15条㊸ ○ 法律改正にあわせて改正 

※ 項ズレの反映 

附則第 17項  ○ 法律改正にあわせて改正 
※ 法附則 15 条第 46 項の新設及び同条における項ズレ等に伴う改

正。 

『（商業地等に対して課する令和三年度から令和五年度までの各年度分の都市計画税の減額措置及び住宅用地等に対し

て課する令和三年度から令和五年度までの各年度分の都市計画税の減額措置を実施する市町村）』 

附則第 17項 

【住宅用地等に対して

課する令和３年度から

令和５年度までの各年

度分の都市計画税の減 

額】 

法附則第 27 条の

４の２ 

○ 法律改正にあわせて改正 
※ 令和４年度分の税額を算定するにあたり、特例措置が適用され

る土地について、令和５年改正前の法による特例率を乗じることと

する改正。 

附則第 20項  ○ 法律改正にあわせて改正 
※ 法附則 15 条第 46 項の新設及び同条における項ズレ等に伴う改

正。 

『三大都市圏内の特定市』 

附則第 19項  ○ 法律改正にあわせて改正 
※ 法附則 15 条第 46 項の新設及び同条における項ズレ等に伴う改

正。 
『（商業地等に対して課する令和三年度から令和五年度までの各年度分の都市計画税の減額措置及び住宅用地等に対し 

て課する令和三年度から令和五年度までの各年度分の都市計画税の減額措置を実施する三大都市圏内の特定市）』 

附則第 18項 

【住宅用地等に対して

課する令和３年度から

令和５年度までの各年

度分の都市計画税の減

額】 

法附則第 27条の

４の２ 

○ 法律改正にあわせて改正 
※ 令和４年度分の税額を算定するにあたり、特例措置が適用され

る土地について、令和５年改正前の法による特例率を乗じることと

する改正。 

附則第 22項  ○ 法律改正にあわせて改正 
※ 法附則 15 条第 46 項の新設及び同条における項ズレ等に伴う改

正。 

※施行日の記載がない条文は原則日（公布の日）施行 



8 奈良クラブの２０２２年度の決算状況      市民部 スポーツ振興課 

 

2022年度決算（第 5期）、2022年 2月 1日～2023年 1月 31日 

 

売上高 215 百万円 (前期 169 百万円)  

売上原価 230 百万円（前期 186 百万円） 

営業利益（損失） ▲21 百万円（前期▲21 百万円） 

経常利益（損失） ▲20 百万円（前期▲14 百万円） 

当期純損失   ▲20 百万円（前期▲14 百万円） 

 

第 5 期の売上は、広告収入 1 億 4 千 5 百万円（前期 1 億 1 千 4 百万円、前期比 26％増）、入場料収入 1 千万円（前期 5 百万

円、前期比 100％増）、物販収入 1 千４百万円（前期 9 百万円、前期比 55%増）、その他の収益を加え合計 2 億 1 千５百万円

（対前期比 27％増）となりました。営業損失は２千百万円、経常損失は２千万円、当期純損失は２千万円となりました。  

 

JFL での戦いであった前期は、JFL 優勝、観客動員数平均 2000 人達成を目標に 1 年間取り組みました。そのため、強化費の積

み増しや招待券配布、PR 等を優先し純損失が 2 千万円（当初予算通り）となったものの、無事Ｊ３リーグ参入という目標を達

成いたしました。また、増資により債務超過も回避しております。 

（引用元：奈良クラブ．奈良クラブホームページ https://naraclub.jp/archives/52789） 

https://naraclub.jp/archives/52789


９　奈良市と奈良クラブとで取り交わした契約書等　　　　　　　　市民部スポーツ振興課 
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市民部スポーツ振興課 １０　奈良クラブが奈良市にあてた要望書 

1



2



3



（単位：千円）

1 記者席
仮設12席

電源も仮設
24席以上必要

VIP席左右の観客席にマッチコミッショナー席と併せて記者席48席整備

（机・椅子及び電源確保）
9,166 960

2 チーム更衣室

男子更衣室6基

女子更衣室5基のシャワー

各部屋23人分のロッカー

各更衣室にシャワー8基設置

及び25人分の更衣設備必須

男女更衣室を改修し、シャワー各8基（8人が同時に使用）に増設また更

衣設備の購入
11,968 1,064

3

記者室

カメラマン室

記者会見室

３室兼用で合計50㎡ 十分な広さの確保など

役員室Ａに可動式間仕切りを設置し十分な広さ（75㎡）を確保

トレーニングルームにボランティア等控室設置用として移動式パーテーション購

入

7,475 1,302

4 入場ゲート
照明及び入場ゲート無し又は

不足
照明等の設置が必須

コンコース（4ヶ所）、バックスタンド（4ヶ所）、ゴール裏スタンド（4ヶ所）

の各階段に照明器具設置、入場ゲート用のテントを購入
25,340 1,330

5 救護室(仮設可) 場内に仮設1箇所 ２箇所以上設置が必須 仮設用として間仕切り器具を購入し場内に設置 0 304

6 実況放送室 1室のみ（１局対応）
2局対応できる実況放送室が

必須
司令室に防音間仕切り(可動式）を設置し、実況放送室を２室確保 7,106 0

7 医務室
頭部、頚部固定可能な

担架１台
左記担架２台の設置が必須 頭部・頚部固定可能な担架追加購入 0 500

8 トイレ

洋式トイレ17基

和式トイレ15基

小便器20基（メインスタンド）

和式トイレの洋式化と小便器

２基追加が必須

メインスタンド和式トイレ（15基）を洋式化

小便器2基追加
44,045 0

9
ドーピングコント

ロール室
鏡付き洗面台なし 左記洗面台設置が必須 鏡付き洗面台設置 1,000 0

106,100 5,460

※上記以外の予算：設計委託料　5,000千円，手数料　800千円

１１　ロートフィールド奈良がＪ２基準を満たすために必要な改修箇所　費用    

No. 項目 現状 J2基準（2023） 整備基準対応内容 工事予算額 備品等予算額

市民部 スポーツ振興課



消防局　総務課

方面隊名 分団名

三笠分団 椿井小学校 大宮小学校 大安寺西小学校 佐保川小学校 飛鳥小学校 鼓阪小学校 佐保小学校 都跡小学校

春日分団 椿井小学校 済美小学校 飛鳥小学校 済美南小学校 鼓阪小学校

鼓阪小学校 鼓阪北小学校 佐保小学校 佐保川小学校 佐保台小学校 椿井小学校 飛鳥小学校 大宮小学校

都跡小学校

白毫寺分団 飛鳥小学校

大安寺分団 大安寺小学校 大安寺西小学校 都跡小学校 辰市小学校

東市分団 東市小学校

辰市分団 辰市小学校 大安寺小学校 都跡小学校 大安寺西小学校

明治分団 明治小学校

帯解分団 帯解小学校

精華分団 帯解小学校

都跡分団 都跡小学校 六条小学校 伏見南小学校 大宮小学校 大安寺小学校 辰市小学校 佐保小学校

平城小学校 西大寺北小学校 ならやま小学校 鶴舞小学校 東登美ヶ丘小学校 平城西小学校 左京小学校 都跡小学校

朱雀小学校 佐保台小学校 佐保小学校

伏見分団 伏見小学校 あやめ池小学校 鶴舞小学校 西大寺北小学校 伏見南小学校

富雄北小学校 富雄南小学校 富雄第三小学校 六条小学校 二名小学校 鳥見小学校 鶴舞小学校 東登美ヶ丘小学校

あやめ池小学校 登美ヶ丘小学校 青和小学校 三碓小学校

田原分団 田原小学校

柳生分団 柳生小学校

大柳生分団 興東小学校

東里分団 興東小学校 鼓阪小学校

狭川分団 興東小学校

月ヶ瀬分団 月ヶ瀬小学校

都祁分団 都祁小学校

本部 広報指導分団 市内全域

１２　奈良市消防団の各分団が担当する小学校区がわかるもの

東部方面隊

平城分団

中部方面隊

南部方面隊

西部方面隊

富雄分団

小学校区

若草分団



＜リーグ戦＞ （単位：円）

日時 対戦相手 金額 日時 対戦相手 金額 日時 対戦相手 金額

9月5日（土） ヴェルスパ大分 210,980 4月3日（土） ヴェルスパ大分 224,840 4月9日（土） FCマルヤス岡崎 244,880

9月20日（日） 鈴鹿ポイントゲッターズ 198,460 5月16日（日） ヴィアティン三重 221,500 5月1日（日） クリアソン新宿 239,900

10月3日（土） ヴィアティン三重 213,800 6月19日（土） ラインメール青森 259,280 5月29日（日） 東京武蔵野ユナイテッドFC 218,560

10月24日（土） FCマルヤス岡崎 209,800 8月25日（水） FCマルヤス岡崎 112,600 6月26日（日） ソニー仙台FC 270,660

11月14日（土） Honda FC 209,800 9月8日（水） MIOびわこ滋賀 113,400 7月31日（日） 高知ユナイテッドSC 302,980

11月29日（日） MIOびわこ滋賀 214,040 9月12日（日） ホンダロックSC 272,900 9月24日（土） ヴェルスパ大分 226,560

1,256,880 10月2日（土） 東京武蔵野ユナイテッドFC 255,640 10月23日（日） 鈴鹿ポイントゲッターズ 219,420

10月24日（日） F.C.大阪 256,020 11月5日（土） ヴィアティン三重 239,470

11月7日（日） 松江シティFC 189,240 11月13日（日） FC神楽しまね 204,420

11月20日（土） いわきFC 256,020 3月5日（日） 松本山雅FC 218,800

11月28日（日） 高知ユナイテッドSC 257,220 3月12日（日） ヴァンラーレ八戸 218,940

3月19日（土） Honda FC 245,880 3月26日（日） Y.Ｓ.Ｃ.Ｃ.横浜 219,640

3月27日（日） ラインメール青森 220,800 2,824,230

2,885,340

6,966,450

市民部　スポーツ振興課

リーグ戦合計

令和2年度 令和3年度 令和4年度

合計

合計

合計

13  奈良クラブが奈良市に支払ったＪＦＬ及びＪ３リーグ戦にかかる競技場使用料金がわかるもの（過去３年間）


